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外
形
標
準
課
税
制
度

見
直
し
の
背
景

　
外
形
標
準
課
税
と
は
、
法
人
事
業
税

の
う
ち
資
本
金
が
１
億
円
を
超
え
る
法

人
の
事
業
に
つ
い
て
、
所
得
を
課
税
対

象
と
す
る
「
所
得
割
」
に
加
え
て
、

「
付
加
価
値
割
」「
資
本
割
」
が
課
さ
れ

る
制
度
で
す
。

　
対
象
法
人
は
、
国
内
の
全
法
人
数
の

ち
で
、
平
成
16
年
度
に
法
人
事
業
税
に

導
入
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
新
し
い
制
度

の
導
入
に
あ
た
っ
て
は
、
２
つ
の
意
義

が
あ
り
ま
し
た
。

　
１
つ
は
、
法
人
の
事
業
活
動
と
都
道

府
県
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
の
受
益
関
係

に
着
目
し
て
課
税
す
る
、
と
い
う
趣
旨

か
ら
、
赤
字
の
法
人
に
も
行
政
サ
ー
ビ

ス
に
対
す
る
応
分
の
経
費
負
担
が
発
生

す
る
こ
と
で
す
。

　
も
う
１
つ
は
、
地
方
税
独
自
の
課
税

標
準
な
の
で
、
都
道
府
県
が
自
主
的
に

調
査
決
定
で
き
る
こ
と
で
す
。

　
し
か
し
、
こ
の
制
度
の
導
入
後
、
次

の
よ
う
な
課
題
が
出
て
き
ま
し
た
。
平

成
18
年
度
を
ピ
ー
ク
に
外
形
標
準
課
税

の
対
象
法
人
数
が
減
少
し
続
け
、
そ
の

割
合
も
減
少
し
て
い
る
の
で
す
。

　
事
実
、
総
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
外

形
標
準
課
税
に
関
す
る
状
況
」
に
よ
る

と
、
令
和
２
年
度
の
対
象
法
人
数
は
、

平
成
18
年
度
の
２
万
９
６
１
８
社
と
比

べ
て
約
１
万
社
の
減
少
（
１
万
９
９
８

９
社
）、
全
法
人
数
に
占
め
る
割
合
は

１
・
18
％
か
ら
０
・
76
％
へ
と
、
３
分

の
２
に
減
少
し
て
い
ま
す
。

⑵
　
１
億
円
超
法
人
の
減
少
理
由

　
著
名
な
会
社
を
例
に
あ
げ
る
と
、
平

成
27
年
に
吉
本
興
業
は
、
財
務
体
質
改

善
の
た
め
、
資
本
金
を
１
２
５
億
円
か

ら
１
億
円
に
減
資
し
ま
し
た
。
ま
た
、

１
％
に
も
足
り
ま
せ
ん
が
、
そ
の
税
収

は
法
人
事
業
税
収
の
約
５
割
を
占
め
ま

す
。
都
道
府
県
に
と
っ
て
は
、
基
幹
税

と
な
る
重
要
な
税
制
度
で
す
。

　
今
年
度
の
税
制
改
正
に
よ
り
、
こ
の

制
度
に
大
き
な
改
正
が
あ
り
ま
し
た
。

ま
ず
は
、
そ
の
改
正
の
背
景
を
押
さ
え

て
お
き
ま
し
ょ
う
。

⑴�

　
減
少
が
止
ま
ら
な
い
対
象
法
人
数

　
外
形
標
準
課
税
制
度
は
、
法
人
事
業

税
所
得
割
の
一
部
を
振
り
替
え
る
か
た

ス
カ
イ
マ
ー
ク
、
毎
日
新
聞
社
、
Ｊ
Ｔ

Ｂ
な
ど
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
な

ど
の
影
響
に
よ
る
業
績
の
悪
化
を
受
け

て
減
資
を
行
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
を
「
大
企
業
の
中
小
企
業

化
」
な
ど
と
呼
ぶ
向
き
も
あ
り
ま
す
。

　
資
本
金
は
、
会
社
の
規
模
や
実
力
を

測
る
基
準
の
１
つ
で
す
が
、
以
前
に
比

べ
る
と
、
資
本
金
に
対
す
る
社
会
的
な

信
用
力
は
弱
ま
っ
て
い
ま
す
。
一
方

で
、
減
資
し
て
資
本
金
を
１
億
円
以
下

に
す
る
と
、
税
法
上
、
中
小
法
人
と
な

り
、
図
表
１
の
よ
う
な
優
遇
措
置
を
受

け
ら
れ
ま
す
。

　
外
形
対
象
法
人
数
が
減
少
し
て
い
る

現
況
を
俯
瞰
す
る
と
、
次
の
よ
う
な
特

徴
が
あ
り
ま
す
。

①�

　
資
本
金
１
億
円
ち
ょ
う
ど
の
法
人

数
が
増
加
し
て
い
る

　
前
述
の
と
お
り
、
外
形
標
準
課
税
の

対
象
と
な
ら
な
い
法
人
が
増
え
て
い
ま

す
が
、
な
か
で
も
資
本
金
が
１
億
円
ち

ょ
う
ど
の
法
人
数
の
増
加
が
多
く
み
ら

れ
ま
す
。

②�

　
資
本
金
１
億
円
ち
ょ
う
ど
の
法
人

の
な
か
に
資
本
金
以
外
の
法
人
規
模

が
大
き
な
法
人
が
含
ま
れ
て
い
る

　
資
本
金
１
億
円
の
法
人
の
な
か
に
、

法
人
規
模
（
従
業
員
数
、
総
資
産
、
売

上
高
）
が
大
き
な
法
人
が
含
ま
れ
る
よ

う
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。
規
模
の
大

令和６年度税制改正で、法人事業税の外形標準課税制
度が見直されました。その背景と、新たに見直された
外形標準のポイントを解説します。

外形標準課税制度
改正のポイントを
押さえておこう！

井上　寧
井上寧税理士事務所
税理士
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き
な
法
人
が
、
減
資
に
よ
り
、
中
小
法

人
税
制
を
利
用
す
る
よ
う
に
な
っ
て
い

る
わ
け
で
す
。

③�

　
資
本
金
１
億
円
以
下
に
分
社
化
・

持
株
会
社
化
さ
れ
る

　
大
会
社
が
各
事
業
部
門
を
分
社
化
す

る
、
あ
る
い
は
持
株
会
社
化
す
る
過
程

で
、
子
会
社
の
資
本
金
を
１
億
円
以
下

に
設
定
す
る
ケ
ー
ス
で
す
。
子
会
社
は

外
形
標
準
課
税
の
対
象
か
ら
外
れ
ま
す

が
、
企
業
グ
ル
ー
プ
と
し
て
の
活
動
実

態
に
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
す
な
わ
ち
、「
大
企
業
の
中
小
企
業

化
」
の
最
大
の
目
的
は
、
外
形
標
準
課

税
の
適
用
か
ら
外
れ
る
節
税
策
に
あ
る

と
み
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

外
形
標
準
課
税
制
度
の

見
直
し
後
の
適
用
ル
ー
ル

⑴
　﹁
減
資
﹂
へ
の
対
応

　
令
和
６
年
度
税
制
改
正
で
は
、
そ
の

よ
う
な
節
税
を
目
的
と
し
た
「
大
企
業

の
中
小
企
業
化
」
に
対
す
る
見
直
し
が

行
な
わ
れ
ま
し
た
。

　
具
体
的
に
は
、

①�

　
外
形
標
準
課
税
の
適
用
対
象
法
人

の
要
件
は
︑
資
本
金
１
億
円
超
を
維

持
す
る

②�

　
た
だ
し
︑
当
分
の
間
︑
前
事
業
年

度
に
外
形
標
準
課
税
の
対
象
で
あ
っ

た
法
人
の
う
ち
︑
資
本
金
１
億
円
以

下
で
資
本
剰
余
金
と
の
合
計
額
が
₁₀

億
円
を
超
え
る
も
の
は
︑
外
形
標
準

課
税
の
対
象
と
す
る

と
い
う
も
の
で
す
。

　
こ
の
改
正
は
、
令
和
７
年
４
月
１
日

以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用

さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
令
和
６
年
３
月

30
日
前
に
外
形
標
準
課
税
の
対
象
で
あ

っ
た
法
人
が
「
駆
込
み
減
資
」
を
行
な

っ
た
場
合
、
②
の
基
準
に
該
当
す
る
と

き
は
、
外
形
標
準
課
税
の
対
象
法
人
と

な
り
ま
す
。

　
今
回
の
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

は
、
資
本
金
１
億
円
超
か
ら
１

億
円
以
下
に
減
資
し
て
い
る
法

人
が
多
い
こ
と
、
会
計
上
、
単

に
資
本
金
を
資
本
剰
余
金
に
振

り
替
え
て
い
る
「
項
目
振
替
型

減
資
」
を
行
な
う
ケ
ー
ス
が
多

い
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
に
対
応

し
て
ル
ー
ル
を
見
直
し
た
点
に

あ
り
ま
す
。

　
従
来
、
資
本
金
の
み
を
基
準

と
し
て
用
い
て
き
た
こ
と
に
よ

り
、
外
形
逃
れ
の
減
資
が
生
じ

て
き
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ

こ
で
、
改
正
前
の
基
準
（
資
本

金
１
億
円
超
）
に
対
す
る
追
加

ル
ー
ル
と
し
て
、「
資
本
金
と

資
本
剰
余
金
の
合
計
額
」
を
指

標
と
す
る
基
準
を
導
入
し
た
わ

け
で
す
（
図
表
２
）。

図表１　中小法人の税制上の主な優遇措置

図表２　外形標準課税の適用見直しのイメージ

図表３�〈参考〉株式会社の貸借対照表における資本金

① 　外形標準課税の対象外となる（外形課税対象になると、赤字でも法人事業
税の負担が発生）

② 　法人税の軽減税率が適用される
　　大法人（資本金１億円超） 23.2％
　　中小法人（資本金１億円以下）
　　　・所得年800万円以下の部分 15.0％
　　　・所得年800万円超の部分 23.2％
③ 　赤字が出たときは、最大10年間、繰越欠損金として翌事業年度に繰り越し
て控除できる（繰越欠損金の控除）
④ 　欠損金が生じた場合、欠損金が生じた事業年度開始の日の前１年以内に開
始した事業年度の所得金額に繰り戻して、すでに納めた法人税から、欠損金
の分だけ還付を受けることができる（損金の繰戻還付）
⑤ 　800万円までの交際費を全額を損金算入できる（交際費課税の特例）

外
形
標
準
課
税
の
資
本
要
件（
１
億
円
超
）

追加された基準
「資本金＋資本剰余金」
10億円

貸借対照表

項
目
振
替
型
減
資

純資産

株
主
資
本

資本金

資本
剰余金

資本準備金
その他資本剰余金

利益
剰余金

利益準備金
その他利益剰余金
　〇〇積立金
　繰越利益剰余金

自己株式
評価・換算差額等
株式引受権、新株予約権

資産
負債

純資産

資本金（現行基準１億円超）

資本準備金

資本剰余金

その他資本剰余金
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こ
う
し
た
問
題
へ
の
対
応
と
し
て
、

一
定
規
模
以
上
の
親
会
社
の
１
０
０
％

子
会
社
を
外
形
標
準
課
税
の
対
象
と
す

る
ル
ー
ル
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
具
体
的
に
は
、
資
本
金
と
資
本
剰
余

金
の
合
計
額
が
50
億
円
を
超

え
る
法
人
等
の
１
０
０
％
子

法
人
等
の
う
ち
、
次
の
Ａ
と

Ｂ
の
両
方
の
要
件
を
満
た
す

場
合
は
、
外
形
標
準
課
税
の

対
象
法
人
と
な
る
と
い
う
も

の
で
す
（
図
表
６
）。

　
な
お
、
新
ル
ー
ル
の
対
象

と
な
る
親
法
人
と
子
法
人
の

関
係
は
、
図
表
７
の
よ
う
な

イ
メ
ー
ジ
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
新
ル
ー
ル
は
、
令
和

８
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始

す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用
さ

れ
ま
す
。

　
た
だ
し
、
今
回
の
見
直
し

に
よ
り
、
新
た
に
外
形
標
準

課
税
の
対
象
と
な
る
法
人
に

は
、
税
負
担
の
激
変
緩
和
措

置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
産
業
競
争
力
強
化

　
ち
な
み
に
、
株
式
会
社
の
貸
借
対
照

表
の
資
本
金
は
前
㌻
図
表
３
の
よ
う
な

区
分
に
な
り
ま
す
。

⑵�

　
新
ル
ー
ル
適
用
前
の
駆
込
み
減
資

へ
の
対
応

　
改
正
後
の
外
形
標
準
課
税
の
適
用
ル

ー
ル
を
ま
と
め
る
と
、
図
表
４
の
よ
う

に
な
り
ま
す
。

　
た
だ
し
、
新
ル
ー
ル
適
用
前
の
駆
込

み
減
資
へ
の
対
応
と
し
て
、
前
事
業
年

度
に
非
外
形
法
人
で
あ
っ
て
も
、
外
形

標
準
課
税
の
対
象
と
す
る
ケ
ー
ス
も
設

け
ら
れ
て
い
ま
す
。
た
と
え
ば
、
図
表

５
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
で
す
。

⑶
　
分
社
化
・
持
株
会
社
化
へ
の
対
応

　
さ
ら
に
、
企
業
の
組
織
再
編
を
行
な

っ
て
１
０
０
％
子
会
社
を
つ
く
り
、
そ

の
資
本
金
を
１
億
円
以
下
に
設
定
す
る

こ
と
に
よ
り
、
親
会
社
の
信
用
に
基
づ

い
て
企
業
グ
ル
ー
プ
で
関
連
す
る
事
業

活
動
を
行
な
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
１
０
０
％
子
会
社
が
外
形
標
準
課

税
の
対
象
外
と
な
っ
て
い
る
と
い
う
問

題
が
あ
り
ま
す
。

法
に
基
づ
く
Ｍ
＆
Ａ
に
よ
り
１
０
０
％

子
会
社
と
な
っ
た
法
人
等
に
つ
い
て

は
、
買
収
か
ら
５
年
経
過
す
る
事
業
年

度
ま
で
、
外
形
標
準
課
税
の
対
象
外
と

す
る
特
例
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

い
の
う
え

　や
す
し
　
京
都
府
庁
で
法
人
の
税
務
調
査
に
従
事
後
、
独
立
。
ク
ラ
ウ
ド

会
計
を
専
門
に
、吹
田
市
内
で
中
小
企
業
を
対
象
に
会
計
・
税
務
サ
ポ
ー
ト
を
行
な
う
。

図表４　「前事業年度」に外形標準課税の対象法人だった法人の取扱い

図表５　前事業年度に非外形法人であっても外形標準課税の対象となる例

図表６�　資本金１億円以下の100％子会社
が外形対象法人となる要件

図表７�　新ルールの対象となる親子関係のイメージ
ケース♳完全支配関係がある ケース2100％グループ内の法人に株式の全部を保有されている

●３月決算法人の場合
資本金１億円以下
資本金＋資本剰余金10億円超資本金１億円超 資本金１億円以下

駆込み減資
資本金１億円超

令和5年3／31 令和6年3／31 令和7年3／31 令和8年3／31

Ａ
　
資
本
金
１
億
円
以
下

Ｂ�

　
資
本
金
と
資
本
剰
余

金
の
合
計
額
が
２
億
円

超

区分 「当該事業年度」の資本金等の金額 外形対象
Ａ 資本金１億円超 ○
Ｂ 資本金１億円以下、資本金と資本剰余金の合計額10億円超 ○
Ｃ 資本金１億円以下、資本金と資本剰余金の合計額10億円以下 ×

外形対象 外形対象 非外形対象 外形対象

法人

子法人

法人
資本金＋資本剰余金＞50億円

法人
資本金＋資本剰余金＞50億円

持株比率100％

持株比率100％ 持株比率100％

持株比率50％

持株比率100％

持株比率50％

外形対象法人

親法人
（外形対象法人）

資本金＋資本剰余金＞50億円

子法人
Ａ：資本金≦１億円
Ｂ：資本金＋資本剰余金＞２億円

親法人
資本金＋資本剰余金＞50億円

子法人
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